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平成１５年度業務実績評価調書：独立行政法人海員学校

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定）

項 目 評定 評定理由 意 見
中 期 計 画 平成１５年度計画

１．業務運営の効率化に関する目標
を達成するためとるべき措置
（１）組織運営の効率化の推進 ・本部と各学校間の事務手続きを見直
・全国８校の運営を本部を設置 ・法人本部の人事・給与・会計シス ２ し、人事・給与・会計システムの活用を
し一括管理体制を執り、業務 テム及び電子会議システムの有効 推進し、業務の集約化が図られている。
の集約、効率化 活用 ・各学校の教務関係事務職員を庶務課に

配置替えし業務の集約化と効率化が図ら
れている。
・ＴＶ会議システムの有効活用を推進し
ている。

（２）人材の活用の推進 ・組織の活性化を促進するため、海事関
・必要な役職員の確保 ・年度当初に海事関連機関、内航船 ２ 連行政機関、他の船員養成機関及び民間
・期間中に４０名以上の人事交 社と６名の人事交流 船社と１０名の人事交流が行われてい
流 る。

（３）業務運営の効率化の推進
ａ）教育機材等の有効利用の促
進 ３ ・自動制御実験装置を実習授業以外の、 ・実績が顕著に上昇していること
・教育機材等の計画的な整備 ・自動制御実験装置の稼動率を５％ 座学授業において活用することにより、 を評価する。
・主要教育機材の稼動率を５％ 向上 稼動率は全校平均で６４．３％向上して
向上 いる。

ｂ）業務の外部委託の検討
・施設管理業務の外部委託 ・施設管理業務の外部委託化を ３ ・学生・生徒不在時の校舎管理業務の外 ・管理費、光熱水費は良く抑制さ
・賄業務の外部委託化を含めた 検討。 部委託化を前年度に引き続き実施、当該 れていて評価できる。
業務運営の効率化 ・清水校の賄業務の外部委託 年度に２０８万円の経費の抑制が図られ

・他校の外部委託化を推進 ている。
・一般管理費の抑制 ・清水校の賄業務の外部委託化を年度当

ｃ）一般管理費を２％程度抑制 初から計画どおり実施している。
・全校あげての取組により光熱水料前年
比１２％、通信費１０％合計５５７万円
の抑制がなされている。



２．国民に対して提供するサービス ①独法内部に設置したＷＧによる検討/
その他の業務の質の向上に関する を踏まえ単位制度を改訂し、新たな選択
目標を達成するためとるべき措置 科目の増設及び単位認定科目の新設等を
（１）海員の養成のための教育の実 行い教育効果の深度化・即戦力化が図ら
施 れている。

（ａ）専修科教育 ②前後期に１回実施した授業評価アンケ
①教育内容の改訂と単位制度の ①新たな選択科目の導入等単位 ３ ートを各教官が自己分析し、結果を校長
導入 制度を検証し改善 に報告し、公開授業を行う等、教材の活
②授業内容の活性化並びに自己 ②授業評価制度を実施し結果を 用、授業方法の改善が積極的に行なわれ
評価体制の構築に向け学生に 授業方法の改善に反映 ている。
よる授業評価制度を導入、各 ④乗船体験制度を定着させ、イ ④関係機関の協力を得て、夏期休暇中に ・内航船の乗船体験については、
学期１回実施 ンターンシップ課程を新設 ２５名の学生に内航船を利用した乗船体 大いに効果が認められる。
④インターンシップ制度（研修 験制度を実施、また、乗船体験の希望に
制度）の導入を検討 添えなかった学生２３名に対しては海技

大学校の練習船を利用した乗船体験を実
施し、就職指導、即戦力強化に大きな効
果をあげている。

⑦船内供食及び栄養管理に関す インターンシップ制度の周知を図り１
る授業の導入を検討 名が平成１６年４月に進学することとな

っている。
⑦船内供食及び栄養管理に関す ⑦各校で船内供食及び栄養管理に関する ・内航即戦力化に対応したものと
る授業を実施 授業が実施され、学生の関心も高く、講 して評価できる。

師から基礎技術が習得できたと評価され
ている。

③本科及び司ちゅう・事務科の ③専修科拡充の具体化に向けて ２ ③専修科の拡充については、現状の施設
養成定員の一部を専修科に移 着手し、即戦力向上のため機関 職員配置等を検討し、１６年度の清水校
行し定員増を図るとともに実 シミュレータの活用を図る等、 の募集人員を１５年に比べ１０名増の９
践教育を充実 教育内容の充実 ０名としている。教育機材については、

１５年３月に導入した機関シミュレータ
を活用し、座学授業の理解度を向上させ
るための教材として使用し成果をあげて
いる。

⑤自主講座の充実により海技従 ⑤自主講座の充実により海技従 ３ ⑤標準問題集の作成、模擬口述試験の実 ・合格率が９０％を超えているこ
事者国家試験 四級海技士 航 事者国家試験 四級海技士 航 施、補講の実施等実力の向上に努め、合 とは評価に値する。（ （ （ （
海及び機関 ）の合格率を８ 海及び機関 ）の合格率を８ 格率は９１．１％と、目標値を達成して） ）
５％以上 ５％以上 いる。



⑥就職指導を強化することによ ⑥就職指導を強化することによ ⑥目標値９０％に対し、３月末実績は８ ・新人の採用については景気の動
り海事関連企業への就職率 り海事関連企業への就職率を ２ ７．３％であり、ほぼ目標値に近い数字 向や、業界の情勢等に左右される
（就職者／卒業者）を９０％ ９０％以上 となっている。企業に対して会社訪問・ ものであるので、学校としてはこ

。以上 求人依頼の発送等、また、学生に対して の数字に一喜一憂する必要はない
は内航船社訪問を積極的に行わせる等法 学校の行っている就職活動への継
人として積極的に取り組んだ結果、去年 続的な努力は十分に評価される。
の就職率を約１２％上回っている。

（ｂ）本科教育
①船舶の技術革新や海運業界のニ ①教科書の改訂に着手し、各教 ２ ①高等学校新学習指導要領に基づき、普
ーズに的確に対応した教育内容 科内容を継続して点検 通科目の教育課程が再編成され、教科書
の精選 を選定し、平成１５年度入学者から適用
②授業内容の活性化並びに自己評 されている。
価体制の構築に向けて生徒によ ②授業評価制度を実施し結果を ②各学期に１回実施した授業評価アンケ
る授業評価制度を導入、各学期 授業方法の改善に反映 ートを各教官が自己分析し、結果を校長
１回実施 に報告し、公開授業を行う等、教材の活
④インターンシップ制度（研修 用、授業方法の改善が積極的に行なわれ
制度）の導入を検討 ている。

④乗船体験制度を定着させ、イ ④関係機関の協力を得て、夏期休暇中に ・インターンシップ制度への希望
ンターンシップ課程を新設 １５名の生徒に内航船を利用した乗船体 者がなかったのは、内航船社への

⑦船内供食及び栄養管理に関す 験制度を実施し、就職指導、即戦力強化 ＰＲの不足だけではなく、受入側
る授業の導入を検討 に大きな効果をあげている。 においても体制がまだ整っていな

インターンシップ制度の周知を図ったが い等の理由が考えられる。
希望者は出ていない。

⑦船内供食及び栄養管理に関す ⑦各校で船内供食及び栄養管理に関する
る授業を実施 授業が試行されている。



③養成定員の一部を専修科に移 ③本科再編の具体化に向けて準 ２ ③本科教育の水準について、内部検討に
行し本科の再編 備作業の実施 着手している。また、沖縄校の生徒募集

を引き続き停止し１７年度教育業務の停
止に向けて関係機関と協議を開始してい
る。

⑤自主講座の充実により海技従 ⑤海技従事者国家試験（四級海 ３ ⑤補講の実施、講習用テキストの充実、 ・合格率が７１％と目標値を大き
（ （ ） 。事者国家試験 四級海技士 航 技士（航海及び機関 ）の合 模擬口述試験の実施等学習意欲の向上を く超えていることは評価に値する

海及び機関 ）の合格率を５ 格率を５５％以上 図り合格率は７１．０％と、目標値を大）
５％以上 きく超えている。
⑥就職指導を強化することによ ⑥海事関連企業への就職率を ２ ⑥目標値７０％に対し、３月末実績は６ ・新人の採用については景気の動
り海事関連企業への就職率 ７０％以上 ２．１％であり、数値的には下回ってい 向や、業界の情勢等に左右される
（就職者／卒業者）を７０％ るが、企業に対して会社訪問・求人依頼 ものであるので、学校としてはこ

。以上 の発送等、また、学生に対しては内航船 の数字に一喜一憂する必要はない
社訪問を積極的に行わせる等法人として 学校の行っている就職活動への継
積極的に就職活動に取り組んでいる。 続的な努力は十分に評価される。

⑧生活指導推進のため毎年３回 ⑧生活指導推進のため各校３回 ２ ⑧各校毎に、学年毎又は全学年を対象に
以上の保護者会の開催 以上の保護者会を開催 して開催され、実績は３回から７回であ

り目標値を上回っている。また、保護者
による自主的な環境整備が行われる等学
校と保護者との信頼関係が構築されてい
る。

（ｃ）司ちゅう・事務科教育 ２ ①司ちゅう課程と事務課程の明確化、単
①海運業界のニーズに対応した教 ①教育内容等制度設計の見直し 位制度の導入、教授時数の再編成、学習
育内容の精選 を検討 指導要領の改訂が図られている。
②授業内容の活性化並びに自己評 ②授業評価制度を実施し結果を ②前後期に１回実施した授業評価アンケ
価体制の構築に向け学生による 授業方法の改善に反映 ートを各教官が自己分析し、結果を校長
授業評価制度を導入、各学期１ に報告し、公開授業を行う等、教材の活
回実施 用、授業方法の改善が積極的に行なわれ

ている。

③養成定員の一部を専修科へ移 ③養成定員縮減の具体化に向け ２ ③海事関連企業からの求人数及び就職率
行し定員の縮減 た準備作業 の実績を踏まえ、平成１６年度の募集人

員が前年度に引き続き４０名（定員６０
名）に抑制されている。



④就職指導を強化することによ ④就職指導を強化することによ ④目標値５５％に対し、３月末実績は４ ・新人の採用については景気の動
り海事関連企業への就職率 り海事関連企業への就職率を ２ ８．６％であり、数値的には下回ってい 向や、業界の情勢等に左右される
（就職者／卒業者）を７０％ ５５％以上 るが、企業に対して会社訪問・求人依頼 ものであるので、学校としてはこ

。以上 の発送等、また、学生に対しては内航船 の数字に一喜一憂する必要はない
社訪問を積極的に行わせる等法人として 学校の行っている就職活動への継
積極的に就職活動に取り組んでいる。 続的な努力は十分に評価される。

（ｄ）その他
①実践的教育向上のため教育機 ２ ①各校において教育機材の整備が実施さ
材の整備 れており、Ｈ１５年３月に導入した機関

①海運業界のニーズに対応した実 シミュレータの活用等も図られている。
践教育を効率的に達成するため
所要の教育機材を整備 ②寮生活指導充実のためカウン ②生活指導及びカウンセリングの手法の
②各校の校名の改称 セリング研修等の具体化に着 改善・向上を目指した教官研修が実施さ
③寮生活における生活指導を充 手 れ効果を上げている。
実させ、船員職業に不可欠な
集団生活の理解を深度化

④最新の船舶技術を習得し、実 ③教官７名の内航船乗船研修を ・実績は教官の乗船研修５名、教官の教
地に即した船員教育を目指す 実施 ２ 育研修２０名、意見交換会開催７回、職
ために毎年７名程度の教官の 員研修２６名であり、着実な実施状況に
船舶乗船研修を実施 ある。
⑤教育手法・生活指導等の向上
のため毎年８名程度の教育研 ④教官８名の教育研修を実施
修を実施
⑥社会的ニーズに対応し、より
効果的な海員養成を実施する ⑤関係する教育機関や海運業界
ため、関係する教育機関や海 と２回以上の意見交換会を開
運業界と年２回程度の意見交 催
換会を開催
⑦独立行政法人として所要の職
員研修を年間２０名程度実施 ⑦２０名の職員研修を実施



（２）成果の普及・活用促進
（ａ）職業指導体制の強化
①関係業界と職業指導についての ①関係業界と就職指導について ２ ・関係業界との海上就職促進に関する意
定期協議を行い、相互の情報を 会議を開催 見交換会が開催されるとともに、ＩＴを
交換し得る体制作りを検討 活用した情報交換システムの構築に向け
②コンピュータによる就職情報交 ②ＩＴを利用して就職情報交換 てＷ／Ｇで検討されている。また、会社
換が可能な体制作りを検討 が可能となるよう検討を継続 訪問、会社説明会などの機会設定の増加

が図られている。
③会社訪問や会社説明会等を充実 ③会社訪問や会社説明会等の開

催を促進
（ｂ）技術移転の推進等 ・商船大学教育実習並びに水産・海洋系
①相手機関の要請に応じて、研修 ①研修員の受入れ及び職員派遣 ２ 高等学校実習船司厨部職員に対する技能
員受入れ及び職員派遣を実施 研修など研修員の受入れ、職員の派遣が

。 、 、②関係委員会等の要請に応じ ②関係委員会等の委員への職員 実施されている また ８委員会に対し
て、委員等の職員派遣を実施 派遣 延べ１０名が委員として派遣されてい

る。
（ｃ）海事思想普及等に関する業務
・海事等に関する市民公開講座等 ・海事等に関する市民公開講座 ２ ・各校において、地元自治体主催の各種
を年間２回程度開催 等を２回開催 行事、地元小中学校の依頼による船舶を

活用した体験学習や講演会、ボランティ
ア活動等に積極的に参加し目標値を上回
る実績をあげている。

３．予算，収支計画及び資金計画
（１）自己収入の確保 ２ ・募集要項に授業料改訂を明記し、受験
・学校の業務の範囲内において、 ・授業料の改訂に向けた準備 生に周知を図り、各種証明書発行手数料
自己収入を確保 ・各種証明書の発行手数料の徴 の徴収を計画どおり開始している。

収
（２）予算，収支計画及び資金計画
・予算 ・予算 ２ ・ 計画に従い適切に執行されている。
・収支計画 ・収支計画
・資金計画 ・資金計画
４．短期借入金の限度額 － ※平成１５年度は該当なし
・限度額 ３００百万円 ・限度額 ３００百万円
５．重要財産の処分等に関する計画 － ※平成１５年度は該当なし
・なし －
６．剰余金の使途 － ※平成１５年度は該当なし
・教育基盤の整備充実 －



７．その他主務省令で定める業務運
営に関する事項
（１）施設・設備に関する計画
・期間中総額７．９億円規模の施 ・波方校技業棟新営工事を実施 ２ ・波方校の技業棟新営工事が計画どおり
設を整備 ・清水校の艇庫新営に向けて計 完了している。

画を策定 ・清水校の耐震診断の結果、清水校の耐
・清水校の耐震診断の結果に応 震改修工事の緊急性から、整備計画を策
じた整備計画を策定 定し、清水校の艇庫新営を見送り清水校
・年度中に総額１０百万円規模 耐震改修工事を１６年度より始めるよ
の教育機材を整備 う、計画を変更している。

・計画どおり，カッターが整備されてい
る。

（２）人事に関する計画
①方針
・教育管理及び事務管理の変化等 ・職員の配置に関して、柔軟で ２ ・教務部体制を見直し組織の改正が行わ
に柔軟に対応して機動的かつ効 効果的な運用 れている。
果的な運用を行いつつ、人員を ・年度末の常勤職員数を年度当 ・年度末の常勤職員数が年度当初の９９
抑制 初の９９％ ％に抑制されている。
②人員に係る指標
・期末の常勤職員数を期首の９１
％とする

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。
３点：中期目標の達成に向けて特に優れた実施状況にあると認められる。
２点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。
１点：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。
０点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められず、業務改善が必要である。
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。
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総合的な評定

業 務 運 営 評 価（実施状況全体）

極めて順調 順 調 概ね順調 要努力 評定理由

各項目の合計点数＝５５

○ 項目数（２５）×２＝５０

下記公式＝１１０％

＜記入要領＞ ・個別項目の認定結果をもとに、以下の判断基準により、それぞれの欄に○を記入する。

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が１３０％以上である場合には 「極、

めて順調」とする。

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が１００％以上１３０％未満である

場合には 「順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が７０％以上１００％未満である場
合には 「概ね順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が７０％未満である場合には 「要努、

力」とする。

・但し、評価の境界値に近接している場合であって、法人の主要な業務の実績に鑑み、上位

又は下位のランクに評価を変更すべき特段の事情がある場合には、理由を明記した上で変

更することができる。

自 主 改 善 努 力 評 価

評 定 評 定 理 由

相当程度の実践的努力が認められる 専修科学生を対象に、海技大学校の練習船を利用し、船舶が輻輳

する瀬戸内海を５日間航海する体験乗船学習が実施されたことは、
まさにそれが当初の目的どおり学生の即戦力化の資質を養うことに

非常に適した学習であったとともに、学生にとって今後の学習意欲

の喚起に大いに役立ったことは高く評価できる。

＜記入要領＞ ・自主改善努力が意欲的かつ前向きで、優れた実践事例として認められる場合には、評定欄

に「相当程度の実践的努力が認められる」と記入し、認められない場合には「－」と記入す

る。いずれの場合においても、その右の「評定理由」欄に、取組みの事例を含め、その理由

を記入する。

業 務 全 般 に 関 す る 意 見

全寮制による全人格教育への取り組みについては、今後とも継続していくことを希望する。
学生・生徒に対する職業意識の動機付けを今後とも日常的に取り組んでいくことを望む。

、 、各学校の自主的な改善や良い取り組みが 法人全体に有機的な関連をもって波及するような体制を構築し
法人全体の改善につながるようにしていただきたい。

＜記入要領＞ ・業務運営評価及び自主改善努力評価を踏まえ、本欄には、総合的な評定について必要な場
合に付される意見を記入する （業務運営評価、自主改善努力評価及び本意見をもって総合。
的な評価とする。


